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本書はシ リー ズ 「ア メリカの財政 と福祉国

家」全10巻 の第1巻 として刊行 された もの

である。 その意 図す る ところは,「 連邦お よ

び州 ・地方政府の財政制度 ・構造 と,福 祉 国

家 システムに視点 を置いて,市 場経済 と民主

主義の経済社会 システ ムの代表であるアメ リ

カを考察 する もの である」。 とりわけ本書で

は福祉 国家 シス テム以外の もの(編 者の表現

を借 りれば福祉 国家 と相補的 なもの)に 焦点

をあて,福 祉国家 シス テムの考察は残 りの9

巻 に委ね られて いる。連邦財政 を扱 う本書で

は,予 算制度 ・法人所得税 ・軍事 ・援助 を扱

っている。以下 において,本 書にお ける7章

編成の内容 を簡単 に紹介 し,若 干の コメン ト

を加 えたい。

第1章 「アメリカ連邦財政の基本構造 」 で

は,収 入 と支 出の両面か ら基軸国アメリカの

役割 を示 し,キ ーワー ドであ る 「アメリカ ・

モデル」 を提示す る。歳入面 ・歳出面の特徴

を指摘す ることによって 「ア メリカ ・モデル」

の基本構造 を明 らかに しよう としている。

第2章 「アメリカの会計検査院 と議会予算局」

では,議 会 に属するこれ ら2機 関(財 政民主主

義の制度的基盤)の 役割 を検討 している。その

ことによって議会は大統領に対抗できる情報源

を持つようになったが,90年 代の財政再建をめ

ぐる動向は,両 機関が 「非党派的」調査権限を

維持することの困難 さをも示 している。この章

は議会の情報収集 ・分析力が極めて不十分な日

本の現状に対する批判 ともなっている。

第3章 「ブ ッシュ政権 に よる法人所得税改

革の論理」では,法 人所得税 の基本構造 を概

観 し,法 人税 にお ける税 収低 下要因(S法 人

を選択する企業 の増加,多 様 なタックス ・シ

ェル ターの存在,ス トック ・オプション制度

など)を 検討 している。 その上で,ブ ッシュ

政権の減税政策について,市 場経済を阻害 し

ない方向で経済成長を実現するのがブッシュ

法人租税政策の本質であると指摘 している。

第4章 「1990年 代の財政再建期における法

入所得税 制」 では,90年 代 における法人所得

税収減少要因 を,租 税制度 と会計制 度におけ

る連結範囲の違いか ら明 らか にしようとして

いる。この二つの制度か ら生 じる利益乖離 が,

法人所得税の伸びの低 さの要因である と結論

づけてい る。

第5章 「ス トック ・オプシ ョンと法 人 ・個

人所得税」で は,第4章 で指摘 した乖離要 因

の一つ となってい るス トック ・オプ シ ョンを

より詳細 に検討 し,こ れが個人所得税 の増収

効果 とともに,法 人所得税の減収効 果 をもた

らしてい ることを明 らかに している。

3・4・5章 は法人所得税 の財源 調達機 能

の低下 を分析 し,そ れをめ ぐるアメリカ財 政

にお ける問題点 と論争点を明 らかに している。

第6章 「アメリカ軍の 「変革」と再編」では,

2001年9.11テ ロ以降のアメリカ軍の変革 を検

討 している。 テロ等の新 たな脅威に対応 す る

ため,軍 は戦い方,国 防省の運営,他 の政府

機関や他 国 との協力のあ り方 な どを変革対 象

としている。 この章は9.11以 降の 「軍の変革」

の全体像を理解するのに有益である。

第7章 「G.W.ブ ッシュ政権 による中東民主化

政策の実像」では,中 東パー トナーシ ップ・イ

ニシアテブ(MEPI)を 検討することを通 じて,

冷戦後のアメリカの援助政策を検討 している。

各論文はいずれ も極 めて丁寧な研究であ り,

この分野を研究す るものに とって避 けて通 る

ことので きない論文 となっている。全体 を総

括す る位置 にある第1章 につ いて言 えば,こ

の章 は編者 のこれ までの研究 を前提 と して書

かれてお り,そ の こ とを念頭 におい て読 むご
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とが必要で あろう。以下,全 体 の構 成 と内容

について三つのコメン トを述べてみたい。

第一は,連 邦財政の構造 的特質についてで

ある。周知の ようにマスグ レイブは資源配分

機能,所 得再分配機 能,経 済安定化機能の3

つを財政の機 能 とした。80年 代 以降 「大 きな

政府」 か ら 「小 さな政府」へ と財政思想 ・政

策 をめ ぐる大 きな転換 があったが,こ れら3

つの機 能は どの ように変容 したのか,あ るい

は変容 しなかったのか,そ のこ とを構造的特

質において要約 してお く必要が あったのでは

ないだろ うか。 もっ ともこれ らのことはすで

に自明のこ とであ り,改 めて叙述するに値 し

ない という判断があ ったのか もしれない。

これは本書のキーワー ドともなっている 「アメ

リカ ・モデル」とも関連 しているように思 う。 こ

のアメリカ ・モデルとは一体何 をさすのか。「市

場経済と民主主義の経済社会 システム」のこと

であるとする叙述が多 く見 られるが,ア メリカ ・

モデルを市場経済 と民主主義 システムー般に還

元す ることは適切なのだろうか。それ ともそこ

で意味 しようとしているのは,ア メリカ的市場

経済,ア メリカ的民主主義 ということであろうか。

また小 さな政府,分 権的構造,市 場整合性,

民間福祉,市 場参加の ことを指 している叙述

も散見 される し,「 市場人 であ る納税 者 によ

るコン トロールとチ ェックが厳 しく,そ れが

ア メ リカ ・モ デル の大 きな特徴 になってい

る」 とい う表現 も見 られる。 さ らには 「よ り

純粋 なアメ リカ ・モデル」 とい う表現 も使わ

れている。 ともあれ,ア メ リカ ・モデルを市

場経 済や民主主義 システムに還元するのでは

な く,そ れ 自体 を矛盾 や困難 を抱 えるもの と

して検討す ること,そ の ことが より重要 なこ

とに思 えるのであるが,い かがであろうか。

第二は,本 書の章編 成につ いてである。1

章以外 は予算論,租 税論(法 入所得税),そ

して対外 関係費 く軍事 ・援助)で 構成されて

いる。連邦財政の構造 を明 らかにするために,

なぜ この3分 野のみ を取 り上 げたのか,そ の

意図す る ところは必ず しも明 らかではない。

アメ リカ連邦財政 を扱 うときの独 自の視角 と

い うことであれば,そ の丁寧 な説明が求め ら

れ よう。 また本書 は研 究書 なのであ り,一 般

的な教科書 でないため全体 を網羅す る必要 は

ない とい うことか もしれない。だ とすれば よ

けい に全体 の章編 成の位置づけを財政学の研

究蓄積 の上 に明 らかに して くれてほしい と思

うのである。 また共著 につ きまとう独 自の困

難があった ことは我 々の経験か らも考え うる

ことではあ るが,編 別 ・章別構成 はその本 の

骨格であ り,分 析 その ものであることもまた

忘れてはな らない ように思 えるのである。

第三は,財 政学 の対象 とアプローチ につ い

てである。 財政学 は政治学 ・行政学 ・社会学

な どの学 問 と,多 くの共通研究領域 を抱 えて

いる。そ うだ とす れば,財 政学独 自のアプロ

ーチ とは どの ような もの と考えるべ きであろ

うか。例 えば6章 の分析 は,軍 事戦略の分析

としてはす ぐれているが,こ れを財政学の分

析 とす るためには,軍 事技術 ・軍事予算 ・軍

事調達 ・軍事企業 との関連 を明 らか にする作

業が必要であろ う。 また2章 も行政機構iと対

抗す る議 会機構 の分析 としてはす ぐれている

が,こ れを各時期 の経済変動 と関連づける作

業 は残 され ているように思 う。

よ り一般 的 な言 い方 をすれ ば,「 権力(あ

るい は統 治)の 科 学 」 と して の政治 学 と,

「富 の科 学」 としての経済学,こ の接点 に位

置す る財政学 をどの ように構想す るのか とい

う作業 は依 然 としてわれ われの課題 である。

公共経済学 的アプ ローチの存在を意識するの

であれば,上 記 の作業 は よりいっそう重要 な

課題 となってい る といえ よう。

もとよりこのコメ ン トは1巻 のみ を対象 と

した ものである。 ゆえに,こ の コメン トに対

す る回答 はすでに残 りの巻 において示 されて

いるか もしれない。 シ リーズものに対する書

評のむずか しさと理解 していただ きたい。

上記の ような コメ ン トに もかかわらず,ア

メ リカの財政 と福祉 国家 に関 して,全10巻

をまとめあげる とい う作業 は,そ れだけで賞

賛 に値す る ものである。我 々は この研究か ら

多 くのこ とを学ば なければならない。そ して,

「21世紀 の 日本社会 と国民 にとって も必要不

可欠な学 問情報 である という自信 と自負 まで

獲得」(あ とが き)で きた とい う編者 の思 い

は,研 究者 としての我 々の 目標でもある。
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